	不　動　産　売　買　契　約　書

契約締結日　　平成　　年　　月　　日

取引　期日　　平成　　年　　月　　日

物件所在地

売り主：

買い主：


　　　　　　

　　　　　　　不　動　産　売　買　契　約　書

売主　　　　　　　　　　　　　　　（以下甲）と買主　　　　　　　　　　　　　　　（以下乙）は後記表示物件（以下本物件という）に関し次のとおり売買契約を締結する。

（売買価格）

第　１条甲は、本物件を代金、金　　　　　　　　　　　　　　　円也にて乙に売り渡し、乙はこれを買い受けるものとする。

なお、上記代金の内訳は、土地代金　　　　　　　　　　　　　　　円

建物代金　　　　　　　　　　　　　　　円

消費税　　　　　　　　　　　　　　　　円とする。

（手付金）

第　２条乙は本契約書作成と同時に手付金として金　　　　　　　　　　　　　　円也を甲に支払い、甲は正にこれを受領した。この手付金は、無利息とし、第３条の代金授受の時に売買代金の一部としてこれを充当する。

（取引期日）

第　３条本物件取引期日は平成　　年　　月　　日とし当日　甲、乙双方は事前打ち合わせ場所に会し、乙は上記代金より手付金（金　　　　　　　　　　　　　　円）を差し引いた残代金を甲に支払い、同時に甲は所有権移転登記申請に必要な一切の書類を乙に交付するものとする。

（甲の引き渡し義務）

第　４条甲は本物件を引き渡すまで保管する責を負い、抵当権、質権、先取特権、賃借権、その他所有権の完全な行使を阻害する瑕疵があるとき又は公租公課、賦課金、負担金等の未納があるときは、第３条期日までに抹消し、完全な空家として完全所有権を乙に移転しなければならない。

（境界及び面積の確定）

第　５条本物件の地積、建物床面積については契約締結日現在の登記簿表示によるものとし、甲は第３条の期日までに土地の境界を乙に明示するとともに、実測数量がこれと相違しても双方異議ないものとする。ただし、実測地積による場合は特約条項に明記するものとする。

（借地権に関する甲の義務）

第　６条本物件土地が借地の場合は、甲は第３条期日までに借地の境界を明確にし、且つ本土地の借地権の移転に関し自己の負担にて乙又は乙の指定する者のために土地所有者の賃貸借名義変更の承諾を得、その承諾書を本契約書に添付しなければならない。

（所有権移転の時期）

第　７条本物件の所有権は、第３条の残代金を支払い且つ登記申請書類を交付したときに、甲から乙に移転するものとする。

（登記費用の負担）

第　８条本物件の売り渡しに要する書類作成費は甲の負担とし、所有権移転登記に要する費用は、乙の負担とする。

（収益及び負担の帰属）

第　９条当事者は、本物件より生ずる収益及び本物件に賦課される公租公課ならびにガス、水道、電気等の料金については、第３条の引き渡しを受ける前日までは甲の負担（収入）とし、当日以降は乙の負担（収入）とする。ただし固定資産税の起算日は４月１日とする。

（従物の帰属）

第１０条この契約敷地内の樹木、庭石、その他の付属物は、別に約定のないときは、売買代金の支払い完了と同時に乙の所有となる。なお、本敷地が借地の場合は本敷地内に甲がその権限により附属した定着物は前項同様とする。この場合甲はその内容を明らかにするものとする。

（損害負担の帰属）

第１１条本物件が、引き渡し以前に天災地変、火災等により、滅失又は毀損したときは、その損害は甲の負担とする。この場合、乙が契約を締結した目的を達することができないときは、この契約を解除することができる。乙が、この契約を解除したときは、甲は受領済みの金員を即時乙に返還しなければならない。

（契約解除及び違約金）

第１２条当事者の一方がこの契約の条項に違背したときは、相手方は、この契約を解除することができる。

この場合、違約損害金として、乙の違約によるときは、乙は手付金の返還を請求することができない。また、甲の違約によるときは、甲は受領済みの手付金の倍額を即時乙に支払わねばならない。

（その他）

第１３条この契約書に定めのない事項については、当事者は民法および関係法規ならびに慣習に従い、誠意をもって善処するものとする。

（報酬）

第１４条本契約に係る仲介業者の報酬は宅地建物取引業法第１７条第１項の報酬規定により次の方法で支払うものとする。

（1） 手付金支払いのとき　２分の１

（2） 全代金授受完了（または所有権移転登記）の際　残額

（3） 当事者の一方の責による契約解除では、違約金の額の　　　割とし、違約金の取得者負担とする。
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売買物件の表示

	

	


	

	

	


	


	


	


	


本契約締結の証として、本契約書　　　通を作成し署名押印のうえ各壱通を所持するものとする。

平成　　　　年　　　　月　　　　日

甲　　住　所

　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

乙　　住　所

　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

仲介業者　　免許証番号　　　　知事（　　）第　　　　　号

事務所所在地

商号または名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

取引主任者登録番号　　　　　第　　　　　号

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

仲介業者　　免許証番号　　　　知事（　　）第　　　　　号

事務所所在地

商号または名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

取引主任者登録番号　　　　　第　　　　　号

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

収入印紙
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各自負担











